


























任年齢は 15 歳であり，成人年齢は 18 歳であるが，日本の少年法に当たる法律


















） 廣瀬健二「海外少年司法制度 北欧調査の一部報告」刑政 126 巻 1号（2015 年）
17-18頁。
） 内容について，主として，Jørn Vestergaard,Strafferetlige Sanktioner/, 1.udg., 2012,
Gjellerup, København を参考とし，Knud Waaben,Strafferettens almindelige del Ⅱ



















デンマークにおける刑事責任年齢は，15 歳である（刑法 15 条）。本稿では，
子ども（børn）と表記する。
刑事責任年齢は，他の北欧諸国と同じである。2010 年から，厳罰化の世論

















































は，社会事業法（lov om social service; serviceloven)7)である。この法律の対象は，
少年犯罪に限られない。この法律は，様々な社会問題を解決することを主たる




社会事業法は，その 46条以下において，子ども及び少年（børn og unge）に
ついて，保護の規定を定めているが，ここで主として問題となるのは，同法
57 条 b，57 条 c，58 条である。
 ユース・インポジション








































































































































































































































Ⅵ お わ り に
本稿では，デンマークにおける少年犯罪への法的対応について，特に，その
法律の技術的な側面に留意しつつ，文献や条文から読み取れる法制度の設計に
ついて説明してきた。
北欧における少年犯罪への対応の特徴は，廣瀬教授が指摘されるように，司
法的な対応と福祉的対応の両者が，相互に並行・補完しあっている点に特徴が
ある。本稿で明らかにしたのは，デンマークにおける現状であるが，同じく，
スウェーデンにおける現状も明らかにする必要があり，また，その詳細につい
て，条文の訳出も含めて，今後，検討する必要がある。その後は，福祉的対応
と司法的対応の相互関係や住み分け，相互の理論体系的位置づけについても検
討を行わなければならない。さらに進んで，その有効性を計測し，我が国にお
ける少年犯罪への対応に，有効に活かしていくことも期待されるところである。
これらの課題は，北欧刑法学を研究する筆者に課せられた課題であると考え
るが，少年法に疎い筆者としては，廣瀬教授のご指導があってこそ，今後もこ
れらの研究を遂行していくことができると思われる。期待していただいたもの
とはほど遠い雑駁な小稿であるが，廣瀬教授の立教大学大学院法務研究科ご退
職を記念し，ここに謹んで本稿を献呈する次第である。
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